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現行指定の範囲の継続

～NTT東西の地域IP網について～
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現状のFTTHとマイラインの比較

NTT Com
中継網

NCC
中継網

中継交換機
（ZC）

加入者交換機
（GC）

ユーザーが
中継網を
選択可能

ＯＬＴ

ISP

地域ＩＰ網

スプリッタ

ＯＬＴ

スプリッタ

他社
地域ＩＰ網
相当

実質的に
代替性がない

アクセス回線の
実質コスト※１
約２８００円

=
稼働率
８分の３

=

稼働率
８分の１

８分岐

ＦＴＴＨ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ
収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーター

アクセス回線の
実質コスト※１
約７２００円

同等条件での
接続で、競争
が担保されて
いる

【優越的地位の乱用のおそれ】

実質的な代替性がないため、ア
クセス回線の実質コスト差まで
超過利潤を享受できることと
なる。

スプリッタの
稼働率の差により、
アクセス回線の
実質コストに
差が生じる

マイライン

※１ 平成１８年４月１日から適用の接続料金にもとづいて算出
詳細は６頁を参照
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Ｒ

※１ ＦＴＴＨにおいて他社との競争が進展していないエリアに
おける状況

※２ 平成１８年４月１日から適用の接続料金にもとづいて算出
詳細は６頁を参照

モデム

ＦＴＴＨ

モデム

ＤＳＬＡＭ

モデム

ＤＳＬＡＭ ＤＳＬＡＭ

ライン
シェアリング

Ａ社
中継網

ＮＴＴ東西
地域ＩＰ網

Ｂ社
中継網

＝

ユーザーは
アクセス回線並び
に中継網を
選択可能

ＤＳＬとＦＴＴＨの現状

ISP

ＩＳＰが
中継網を
選択可能

ＯＬＴ

地域ＩＰ網

ＯＬＴ

他社
地域ＩＰ網
相当※１

実質的に
代替性がない

アクセス回線の
実質コスト※３
約２８００円

アクセス回線の
実質コスト※２
約７２００円=

稼働率
８分の３ 稼働率

８分の１

８分岐

スプリッタ スプリッタ

ユーザーはアクセス
回線を選択可能だが、
事実上コスト的には
選択の余地が
ない

ISP※２

次頁に示す他社地域ＩＰ網相当の接
続点が創設されない状態で指定電気
通信設備の規制が外されれば、ＮＴ
Ｔ東西の利用者料金を、アクセス回
線の実質コストの差額分、値上げす
ることが可能になる※１

アクセス回線の実質コス
トが高いので、ユーザー
が利用しない。

稼働率が
上がらない

=

Ｒ

Ｒ

Ｒ

収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーター

スプリッタの稼働
率の差により、足
回りの実質コスト
に差が生じる

ＤＳＬ
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ＧＥ－ＰＯＮ １スプリッタ分岐回線ごとの接続要望

代替性により略奪的価格設定の
機会がない
優越的地位の乱用のおそれがない
寡占余剰利潤の発生のおそれが
ない

Ｒ

Ｒ

Ｒ

実質的に
代替性が
ない

ISP

＝

ＯＬＴ

地域ＩＰ網

ＯＬＴ

実質的に
代替性がない

アクセス回線の
実質コスト※１
約２８００円=

稼働率
８分の３ 稼働率

８分の１

スプリッタ スプリッタ

ＯＬＴ

ISP

地域ＩＰ網

他社
地域ＩＰ網
相当

スプリッタ
８分岐

Ｒ

Ｒ Ｒ

現状では
接続点が
ない

収容局ルーター接続

ＯＬＴ集約装置接続

接続点がないために、接続事
業者は中継できず、ＩＳＰは
中継網を選択不可能。つまり、
事実上、地域ＩＰ網はボトル
ネック設備であって指定電気
通信設備の規制解除は不適当

指定電気通信設備における
規制解除に不可欠となる条件

代替性の保証

＝

他社
地域ＩＰ網
相当

アクセス回線の実質コス
トが高いので、ユーザー
が利用しない。

収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーター

Ｒ アクセス回線の
実質コスト※１
約７２００円

スプリッタの
稼働率の差により、
アクセス回線の
実質コストに
差が生じる

よって、地域ＩＰ網の指定電気通信設備の規制解除の条件：

①１分岐単位での接続、②ＩＳＰが中継網を選択できるような接続点の設定

※１ 平成１８年４月１日から適用の接続料金にもとづいて算出
詳細は６頁を参照
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地域ＩＰ網とＮＧＮの同等性

実質的に
代替性がない

実質的に
代替性がない

ISP

地域ＩＰ網
他社
地域ＩＰ網
相当

スプリッタ スプリッタ

ISP

他社
ＮＧＮ
相当

スプリッタ スプリッタ

ＧＥ－ＰＯＮ
ＯＬＴ

ＧＥ－ＰＯＮ
ＯＬＴ

稼働率
８分の３

稼働率
８分の１

ＮＴＴ-ＮＧＮ

ＯＬＴ ＯＬＴ

稼働率
８分の１

ＮＧＮ
アクセス回線の実質コ
ストが高いので、ユー
ザーが利用しない。

アクセス回線の実質コ
ストが高いので、ユー
ザーが利用しない。

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ
収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーターＲ

Ｒ

Ｒ

Ｒ
収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーター= = =

アクセス回線の
実質コスト※１
約２８００円

アクセス回線の
実質コスト※１
約７２００円

アクセス回線の
実質コスト※２
約７２００円

稼働率
８分の３

アクセス回線の
実質コスト※２
約２８００円

=
スプリッタの
稼働率の差により、
アクセス回線の
実質コストに
差が生じる

スプリッタの
稼働率の差により、
アクセス回線の
実質コストに
差が生じる

地域ＩＰ網

地域ＩＰ網とＮＧＮは同等である
※１ 平成１８年４月１日から適用の接続料金にもとづいて算出
詳細は６頁を参照

※２ シェアドアクセス方式の接続料を参考とした一例
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実質的に
代替性がない

代替性により収奪的価格設定の
機会がない
優越的地位の乱用のおそれがない
超過利潤の発生のおそれがない

実質的に
代替性が
ない

ISP

ＮＧＮ １スプリッタ分岐回線ごとの接続要望

ＮＴＴ-ＮＧＮ
他社
ＮＧＮ
相当

スプリッタ スプリッタ

ISP

ＮＴＴ-ＮＧＮ
他社
ＮＧＮ
相当

よって、ＮＴＴ-ＮＧＮにおいても同じく以下の条件による整理が必要である。

①１分岐単位での接続、②ＩＳＰが中継網を選択できるような接続点の設定

Ｒ

Ｒ Ｒ

現状では
接続点が
ない

収容局ルーター接続

ＯＬＴ集約装置接続

スプリッタ

指定電気通信設備の指定解除
に不可欠となる条件

代替性の保証

＝

ＯＬＴ ＯＬＴ ＯＬＴ

※１ シェアドアクセス方式の接続料を参考とした一例

アクセス回線の実質コス
トが高いので、ユーザー
が利用しない。

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ
収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーター

稼働率
８分の１

=

アクセス回線の
実質コスト※１
約７２００円

稼働率
８分の３

アクセス回線の
実質コスト※１
約２８００円

=

接続点がないために、接続事
業者は中継できず、ＩＳＰは
中継網を選択不可能。つまり、
事実上、NTT-NGNはボトル
ネック設備となり指定電気通
信設備として指定すべき

スプリッタの
稼働率の差により、
アクセス回線の
実質コストに
差が生じる
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地域ＩＰ網のアクセス回線実質コストの算定

接続料金 618円 5,020円 2,316円 4,024円
最大共有数 1 8 32 32

8人／ブロック 618円 628円 72円 126円 1,444円

7人／ブロック 618円 717円 83円 144円 1,562円
6人／ブロック 618円 837円 97円 168円 1,719円
5人／ブロック 618円 1,004円 116円 201円 1,939円
4人／ブロック 618円 1,255円 145円 252円 2,269円
3人／ブロック 618円 1,673円 193円 335円 2,820円
2人／ブロック 618円 2,510円 290円 503円 3,921円
1人／ブロック 618円 5,020円 579円 1,006円 7,223円

１ユーザーあたりの

アクセス回線の

実質コスト

参考文献：http://www.ntt-east.co.jp/databook/2007/pdf/2007_10-07.pdf
（図はそのまま引用）
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NTT地域IP網とNGNにおける

ｱｸｾｽ回線構想ｲﾒｰｼﾞ
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地域IP網とNGNにおけるアクセス回線構成イメージ
NTT局舎

O
S
U SW

OLT

SP 分
岐
端
末
回
線
接
続
はN

TT-N
G

N

・
地
域IP

網
の

双
方
で
実
現
が
必
要
。

ケース①

アクセス回線を
一体として構成

ケース②

局内設備を
個別に構成

ケース③

アクセス回線
設備全てを
個別に構成

O
S
U
O
S
U

ONU

ONU

NTT局舎

OLT

地域IP網
SW

SW NGN

SP

SP
SP

SP

SP
ONU 地域IP網

ONU

NGN

O
S
U
O
S
U

SW

OLT

SW

SP

SP

ONU

ONU

SP NTT局舎

地域IP網

ONU

ONU

SP
NGN



0AB-J電話とブロードバンドの
自由な組み合わせ

別添資料3
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0AB-J電話とブロードバンドの組み合わせ（メタル回線）

インターネット0AB-J電話

ＤＳＬではＮＴＴ東西の加入電話（0AB-J）サービスと他事業者ブロードバンドサービス
の自由な組み合わせが可能。

PSTN

メタル回線

他事業者網

加入電話 ＋

事業者Ａ
ブロードバンド

事業者Ｂ
ブロードバンド

事業者Ｃ
ブロードバンド

利用者は多様な組み合わせ
から選択可能

利用者は多様な組み合わせ
から選択可能
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0AB-J電話とブロードバンドの組み合わせ（光ファイバー）

インターネット 0AB-J電話

光ファイバー上ではＮＴＴ東西のブロードバンドサービスと他事業者の0AB-J電話サービ

スが自由に選択できない。

地域ＩＰ網 ひかり電話網

光ファイバー

他事業者
ＩＰ電話網

光ファイバー

他事業者
ＩＰ網

インターネット 0AB-J電話

Ｂフレッツ ＋ ひかり電話 他社ブロードバンド ＋ 他社IP電話

組み合わせに選択肢がない
組み合わせに選択肢がない

組み合わせに選択肢がない
組み合わせに選択肢がない
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総務省 平成１９（２００７）年度第１四半期（６月末）公表データより
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総務省 平成１９（２００７）年度第１四半期（６月末）公表データより

０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話市場は
ＦＴＴＨ市場と連動している

０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話市場は
ＦＴＴＨ市場と連動している
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0AB-J電話とブロードバンドの組み合わせ（光ファイバ）

インターネット 0AB-J電話

市場支配力のあるＮＴＴ東西のブロードバンドサービスと他事業者の0AB-J電話サービ
スが自由に選択できるようにするべき。

地域ＩＰ網 ひかり電話網

光ファイバ

他事業者
ＩＰ電話網

Ｂフレッツ ＋

事業者Ａ
0AB-J ＩＰ電話

事業者Ｂ
0AB-J ＩＰ電話

事業者Ｃ
0AB-J ＩＰ電話

利用者が多様な組み合わせから
選択できるべき

利用者が多様な組み合わせから
選択できるべき
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Ｂフレッツ上で他事業者が0AB-J電話サービスを提供するには

ＰＳＴＮで中継電話（マイライン）を選択できると同様に、Ｂフレッツ上でも0AB-J IP電
話事業者を選択できるようにするためには、他事業者がひかり電話と同等に0AB-J 
IP電話サービスを提供できるような新たな接続点が必要。

地域ＩＰ網地域ＩＰ網

ＳＷＯＬＴ

接続事業者
IP電話網

接続事業者
IP電話網

ひかり電話
収容装置

ひかり電話
網

ひかり電話
網

IP電話
収容装置

①

②

①・・・ＮＴＴの収容装置を使うことから、仮に『ひかり電話中継接続』と呼称。
② ・・・接続事業者の設備をコロケーションし、SWにて振り分けを行う。

接続事業者が収容装置を設置することから、仮に『ひかり電話相当接続』と呼称
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NTT-NGNにおける接続会計の
設備・機能区分（案）
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参考文献：ＮＧＮ入門（２００７年２月 インプレスＲ＆Ｄ）
ＮＴＴ取締役 井上友二氏監修

業界有識者共著

次世代ネットワーク
レイヤ

NNI

ｻｰﾋﾞｽｴｯｼﾞと想定 →

NTT-NGN構成と接続会計の設備区分対比概要

ABG

（破線）：信号線（SIP）

（実線）：メディア

ＡＢＧ：アクセスボーダゲートウェイ

ＩＢＧ ：相互接続ボーダゲートウェイ

Ｓ－ＣＳＣＦ

Ｐ－ＣＳＣＦ

Ｉ－ＣＳＣＦ

中継網
＊１

ＮＧＮ端末

SIP#1

SIP#２

＊１：ルータ、 スイッチ、
伝送機器関連など

アプリケーション
（アプリケーションサービ
ス提供のためのプラット
フォーム機能を含む） SNI

端末系交換設備

（音声、映像、データ）

端末交換設備間中継伝送路

端末-中継系交換設備中継伝送路

中継系交換設備

（音声、映像、データ）

信号網設備（端末系交換）

呼関連データﾍﾞｰｽ

端末系伝送路

（配線盤関連省略）

信号網設備（中継系交換）通信サービス制御

（サービスストラタム相当）

コアネットワーク

（トランスポートストラタム相当） IBG

UNIアクセス・端末
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接続会計の設備区分及び機能区分（案）

設備区分別費用明細表（その1）

【設備構成・設備区分対照表】

端
末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

端
末
系
交
換
設
備
～

中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

呼
関
連
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

･･･

A
B
G
（

ア
ク
セ
ス

ボ
ー

ダ
ゲ
ー

ト
ウ
ェ

イ
）

I
B
G
（

相
互
接
続

ボ
ー

ダ
ゲ
ー

ト
ウ
ェ

イ
）

S
I
P
サ
ー

バ

（

I
‐

C
S
C
F
）

交
換
機
能
（

音
声
）

交
換
機
能
（

映
像
）

交
換
機
能
（

デ
ー

タ
）

端
末
系
交
換
設
備
間

伝
送
機
能

端
末
系
交
換
設
備
～

中
継
系

交
換
設
備
伝
送
機
能

中
継
機
能
（

音
声
）

中
継
機
能
（

映
像
）

中
継
機
能
（

デ
ー

タ
）

呼
関
連
デ
ー

タ
ベ
ー

ス
機
能

加
入
者
信
号
交
換
機
能

信
号
制
御
交
換
機
能

優
先
接
続
機
能

番
号
ポ
ー

タ
ビ
リ
テ
ィ

機
能

信
号
伝
送
機
能

中
継
信
号
交
換
機
能

信
号
伝
送
機
能

･･･

設備区分直接の減価償却費

設備区分直接の固定資産除去費

設備区分直接の施設保全費

…

設備区分毎の費用合計

第一種指定設備管理部門

端
末
系
伝
送
路
（

電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

…

端
末
系
伝
送
路
（

光
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

信
号
網
設
備
（

端
末
系
）

信
号
網
設
備
（

中
継
系
）

端
末
系
交
換
設
備

中
継
系
交
換
設
備

（単位　円）

端
末
系
交
換
設
備

中
継
系
交
換
設
備

呼
関
連
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

信
号
網
設
備
（

端
末
系
）

信
号
網
設
備
（

中
継
系
）

IPインタラクティブサービス
NGN

S
I
P
サ
ー

バ
（

S
‐

C
S
C
F
）

（

P
‐

C
S
C
F
）

接続会計上の設備
区分等

費用の項目



別添資料5

光ファイバの８分岐単位での接続に
おける競争阻害性について



DSL市場とFTTH市場の競争状況

1



電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの公表
（２００７年度第１四半期（６月末））

第一種指定電気通信設備
制度を利用して、サービスを
提供する事業者が複数参
入し、競争環境となってい
る

第一種指定電気通信設備
制度を利用して、サービスを
提供する事業者が複数参
入し、競争環境となってい
る

DSL市場環境は競争状態にある
2



電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの公表
（２００７年度第１四半期（６月末））

ＮＴＴ東西は圧倒的
なシェア（７７．９％）

ＮＴＴ東西は圧倒的
なシェア（７７．９％）

競争事業者が第一種指定電
気通信設備制度を利用して、
サービスを提供できていない。

競争事業者が第一種指定電
気通信設備制度を利用して、
サービスを提供できていない。

ＦＴＴＨ市場ではＮＴＴ東西の独占が拡大
3



ＤＳＬとＦＴＴＨにおける接続条件

ＦＴＴＨサービスを提供するための接続条件と、DSLサービスを提供するた
めの接続条件（サービス提供条件）が大きく異なることが原因ではないか。

4

地下埋設区間

MDF

・基本的にNTTビルに設備をコ
ロケーションすることにより、
その局舎に属する全世帯が
サービス提供可能エリアとな
る。

・メタル（銅線）は１加入者単位
での接続が可能。

Ｄ
Ｓ
Ｌ

NTTビル地下埋設区間

OLT

8分岐スプリッタ

４分岐
スプリッタ

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ ・サービス提供可能エリアは、NTTビルに設備をコロケー

ションし、狭い光配線区域単
位。

・光ファイバは光配線区域に
対して８分岐単位での接続。

き線
立上げ柱

架空区間
光配線区域

き線
立上げ柱

架空区間

サービス
提供エリア

サービス
提供エリア

サービス
未提供エリア

サービス
未提供エリア NTTビル競争環境が実現競争環境が実現

競争阻害要因が存在？競争阻害要因が存在？



ＦＴＴＨにおける競争阻害性について

5



光定配線区域内での競争

狭い光配線区域内で複数の事業者が競争する場合、顧客が分散し、各事業
者の８分岐設備稼働率が向上しない。

地下埋設区間
ＮＴＴビル

6

参入事業者が増加するほど、個々の稼働率は低下し、コスト
が増加するため実質的な参入制限となる。

OLT

４分岐
スプリッタ

OLT

４分岐
スプリッタ

Ａ社サービス

Ｂ社サービス

8分岐
スプリッタ

光配線区域 架空区間

き線
立上げ柱



設備稼働率と１加入者あたりの光ファイバコスト

設備稼働率が低いと１加入者あたりの光ファイバコストが高くなる。

１加入者あたりの光ファイバコスト

1,562円

1,993円

2,820円

7,223円

0円

1,000円

2,000円

3,000円

4,000円

5,000円

6,000円

7(87%) 4.8（60%） 3（38%） 1(13%)

８分岐稼動数（稼働率）

NTT東西コスト

赤字赤字

黒字

7,000円
■設備稼働率

1/8加入の場合

１加入者あたり 7,223円

3/8加入の場合

１加入者あたり 2,820円

■ＮＴＴ東西の設備稼働率
（接続料算定、Ｂフレッツのスタックテスト
におけるコスト）

＝ ６０％(*1) [4.8/8加入]

１加入者あたり 1,993円

獲得した加入者数によりコストが固定化し、稼働率を確保できない競争事業
者は赤字でのサービス提供を強いられるため非競争中立的。

(*1) http://www.soumu.go.jp/s-news/2003/030129_4.html 7



接続事業者での設備稼働率と加入者数規模（当社実績値から単純推計）

当社DSLユーザー全てがFTTHにマイグレーションされた場合で算定

推計条件
ア.当社ADSLユーザー 500万加入
イ.全国の世帯数 5000万世帯
ウ.単位区域あたりの顧客獲得率 （ア／イ） 10%
エ.１光配線区域あたり世帯数 （仮定） 30世帯
オ.１光配線区域あたり獲得数 （エ×ウ） 3加入（稼働率38%）
カ.全国の光配線区域数 （イ／エ） 167万区域

500万加入では、NTT
東西がBフレッツのコス
トとして設定している稼
働率60%に及ばない

Bフレッツのコスト（稼働率60%、4.8加入／8分岐）と同等になるためには

全国の光配線区域数 167万区域 × 4.8加入 ＝ 801.6万加入 が必要

※提供区域を絞れば必要加入数は少なくなるが、当社営業エリアは全国とする。
※NTT東西におけるFTTH(戸建て＋ビジネス向け)加入者数は、４２８万加入。
（ ２００７年度第１四半期（６月末） 総務省資料より）

ＮＴＴ東西の実績を上回る加入者を獲得しなければ、Ｂフレッツと同等のコスト
でサービスを提供できない。

8



マイグレーション過程におけるコスト差

-150,000

-100,000

-50,000

0

50,000

100,000

1 2 3 4 5 6 7 8

経過年

コ
ス
ト
差
（
百
万
円
／
年
）

前提条件
・前ページの単純推計をベースとする
・１年毎に167万加入（＝8分岐スプリッタに1加入分）獲得する
・NTT東西の8分岐スプリッタ稼働率は常に60%（4.8加入／8分岐）

4.8

Ｂフレッツと競合するために利用者料金を同等とした場合におけるNTT東西とのコスト差

1光配線区域（8
分岐スプリッタ）
における加入者

1加入者あたり
の光ファイバコ
スト（円／月）

NTT東西コスト（
1,993円）との
差
（円／月）

１ 7,223 -5,230

２ 3,921 -1,928

３ 2,820 -827

４ 2,269 -276

５ 1,939 54

６ 1,719 274

７ 1,562 431

８ 1,444 549

9

5年間で約2,500億の累積損が発生（販売費、管理費は含まない）

ＮＴＴ東西と同等のコスト構造となるまでに莫大な費用差が発生することになる。



FTTHサービスの大幅なコスト削減方法
の検証成功について

～複数事業者によるOLT装置共用の検証結果～

別添資料6-1



＜プレスリリース＞ 
 
ＦＴＴＨサービスの大幅なコスト削減方法の検証成功について 

～ 複数事業者によるＯＬＴ装置共用の検証結果のご報告 ～ 
 

株式会社アッカ・ネットワークス 
イー・アクセス株式会社 

ＫＤＤＩ株式会社 
ソフトバンクテレコム株式会社 
ソフトバンクＢＢ株式会社 

株式会社ＴＯＫＡＩ 
株式会社ビック東海 

（五十音順） 
 

２００７年９月２０日 
 

株式会社アッカ・ネットワークス、イー・アクセス株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、ソフ

トバンクテレコム株式会社、ソフトバンクＢＢ株式会社、株式会社ＴＯＫＡＩ、株式会社

ビック東海の７社は、このたび、ＦＴＴＨサービスの大幅なコスト削減方法の検証に成功

いたしました。この方法は、ＦＴＴＨサービスのシェアドアクセス方式（アクセス系光フ

ァイバを分岐する方式：別紙１参照）に用いられるＯＬＴ装置（光信号伝送装置：最大３

２ユーザを収容）等を複数事業者で共用するもので、市販のＯＬＴ装置を用いた検証によ

り技術的に共用が可能であることを確認することができました。 
 
【１】 本検証に至った経緯 
現在、戸建て向けＦＴＴＨサービスの主流となっているシェアドアクセス方式において

は、いかに多くのユーザをＯＬＴ装置等に収容し、１ユーザあたりのコストを下げられる

かが、お客様の利便性を向上させるための大きな課題となっております。 
東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東・西」といいま

す。）を含む複数事業者でＯＬＴ装置等を共用し、事業者のユーザを同一のＯＬＴ装置等に

収容する仕組みが実現すれば、１ユーザあたりのコストが下がり、多数の事業者がＦＴＴ

Ｈサービスに参入できるようになると考えられます。その結果、事業者間の競争が促進さ

れ、お客様の利便性が向上することから、ＦＴＴＨサービスの一層の普及促進が期待され

ます。 
以上のことから、我々７社は、２００７年３月３０日付で公表された情報通信審議会答

申（案）への意見に対する考え方※等も踏まえ、ＯＬＴ装置等の複数の事業者での共用につ



いて、東日本電信電話株式会社と協議を重ねつつ、技術的に問題がないかを確認するため、

まずは７社で市販のＯＬＴ装置を用いてサービス品質面での影響等の検証及び確認を行い

ました。 
※「『コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について』答申（案）への意見

及びそれに対する考え方」（２００７年３月３０日 情報通信審議会）の「考え方３１」 

「御指摘の点については、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの検討

の中で改めて検討することが適当である。なお、本件に係る検討に資することを目的

として事業者間において実証実験が行われることは望ましい。」 

 
【２】 検証結果 
検証の結果、技術的に複数事業者でＯＬＴ装置を共用可能であることが確認できました。

従って、各ユーザのトラヒックを一定に制御する等の運用ルールを定めることで、ＮＴＴ

東・西を含む複数の事業者でＯＬＴ装置等を共用することは可能であると考えられます。

詳しい検証内容及び結果については、別紙２をご参照下さい。 
 
【３】 今後の取組み 
今回の検証結果をもって、今後、ＯＬＴ装置等をＮＴＴ東・西を含む複数事業者で共用

するため、ＮＴＴ東・西のＯＬＴ装置等を用いた検証の実施、運用ルールの整備、１ユー

ザ単位の接続料設定等について、ＮＴＴ東・西との協議をより一層精力的に行い、ＦＴＴ

Ｈサービスのコスト削減、お客様の利便性向上の早期実現に向けて努力してまいります。 
 

 
以上 
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１．現在のシェアドアクセス方式における課題別紙１

NTT東・西区間 接続事業者区間接続事業者区間

ＮＴＴ東・西ビル

4分岐

4分岐

8分岐

局内
SP

局内
SP

ONU

接続事業者網

NTT東・西網

ONU

NTT東・西のお客様宅
8分岐

接続事業者のお客様宅

・接続事業者毎に、ＮＴＴ東・西より８分岐単位（もしくは３２分岐単位）で光ファイバを借り
る形で、戸建向けＦＴＴＨサービスを展開。

・設備稼働率の観点から非効率な貸し出し形態。

OLT(Optical Line Terminal)：光信号伝送装置
ONU(Optical Network Unit)：光回線終端装置
SP：スプリッタ

光信号主端末回線 光信号分岐
端末回線

（現行接続料：月額５，０２０円／芯※）
※NTT東日本（保守タイプ1-1）の場合

ここで接続した場合は
８分岐単位の貸し出し

ここで接続した場合は
３２分岐単位の貸し出し

局外
SP

局外
SP

OLT

OLT

設備提供区分
（８分岐単位の貸し出しの場合）

※３２分岐単位の貸し出しの場合は、ＯＬＴ・局内ＳＰもＮＴＴ東・西区間。

（参考）

相互接続点（ＰＯＩ）

NTT東・西トラヒック

接続事業者トラヒック

凡例
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２．ＮＴＴ東・西を含む複数事業者によるＯＬＴ共用方式

NTT東・西区間 接続事業者

ＮＴＴ東・西ビル

4分岐
局内
SP

ONU

ONU

・事業者振り分け用ＳＷを設置し、新たな相互接続点を創設することで、ＮＴＴ東・西を含む
複数事業者によりＯＬＴ共用が可能。また、１ユーザ単位の貸出とすることで、設備稼働
率が向上し、１ユーザあたりのコスト低減化が可能。

・多数の事業者がＦＴＴＨサービスに参入できるようになり、事業者間の競争が促進。
その結果、お客様の利便性向上、ＦＴＴＨサービスの一層の普及促進が期待される。

接続事業者

8分岐

局外
SP

新たな相互接続点
(POI)開放例

１ユーザ
単位の貸出

SW：スイッチ

NTT東・西設備を共用

O
L
T

相互接続点（ＰＯＩ）

NTT東・西トラヒック

接続事業者トラヒック

凡例

NTT東・西のお客様宅

接続事業者のお客様宅

接続事業者網

NTT東・西網（参考）

事
業
者
振
り
分
け
用S

W

事業者振り分け用SWにて
トラヒックを集約・振り分け

設備提供区分
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１．検証構成

【構成】
以下の構成にて、トラヒックジェネレータより上り方向・下り方向にトラヒックを送出し、OLT及
び事業者振り分けSWにて、帯域保証が可能かの確認を行う。

【構成】
以下の構成にて、トラヒックジェネレータより上り方向・下り方向にトラヒックを送出し、OLT及
び事業者振り分けSWにて、帯域保証が可能かの確認を行う。

事業者振
り分け用
SW

OLTOLT

ONU#1ONU#1

ONU#3ONU#3

ONU#16ONU#16

ONU#4ONU#4

ト
ラ
ヒ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ

ト
ラ
ヒ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ

ト
ラ
ヒ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ

ト
ラ
ヒ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ

・ トラヒックジェネレータより上り方向・下り方向にトラヒックを送出。
・ トラヒックはONU単位(ユーザ単位)に送出。
・ OLT及び事業者振り分け用SWにて、ユーザ単位で帯域保証が可能かの確認を行う。
・ 下り方向：事業者振り分け用SWにて帯域保証。上り方向：OLTにて帯域保証を行う。

上り方向：ONUから事業者振り分け用SWへの方向

下り方向：事業者振り分け用SWからONUへの方向

帯域保証機能を実装

＜検証機器＞
・OLT -標準化に基づく市販のOLT（U社製） ・事業者振り分け用ＳＷ -C社製
・ONU -標準化に基づく市販のONU（U社製） ・トラヒックジェネレータ –A社製

別紙２
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２．検証例（上りトラヒック帯域保証の概要）

事業者Ａ

事業者Ｂ

事業者Ｃ

ONU

Ｏ
Ｌ
Ｔ

ONU

ONU

事
業
者
振
り
分
け
用
Ｓ
Ｗ

利用者Ａ

利用者Ｂ
R

R

R

R

×12

・・
・

トラヒックジェネ
レータ

ONU

ONU

ONU

MINパラメータ=10Mbpsを設定時 自分の順番がきたらパケットを転送
10M以下であれば溢れる前に転送可能

トラヒックジェネレータによる
トラヒック（100Mbps×12)

通常利用によるトラヒック

1 2 3 12・・

各ONUに対して10M分は確保⇒10M保証
残り帯域はトラヒックに応じて割当

10M 10M 10M 10M 10M 10M

4 5

10M 10M

1 2 12・・
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３．検証項目及び結果

以上から、ユーザ毎のVLAN体系による上り/下りのトラヒックの優先制御及び帯域保証
が可能であることを確認。

○通常のインターネットの利用においては他者に影響を与えない。
○VoIPも基本的に利用可能。（但し音声のゆらぎ、遅延は端末設備まで考慮する必要がある）

問題なしOLT上り

問題なしOLT上り

問題なしOLT上り

下り

下り

下り

方向

SW

SW

SW

SW
OLT

SW
OLT

SW
OLT

対象機器

6

4

2

問題なし※２余剰帯域分配

問題なし※２優先制御機能

問題なし※１使用可能なVLAN ID数及び範囲

問題なし※２最低帯域保証機能帯域制御機能5

問題なし優先識別子 ToS 
(IP Precedence/DSCP)

優先制御機能3

問題なしユーザ毎のVLAN割り当て機能
(IEEE802.1q)

基本機能1

検証結果内容項目No

※１ OLT・事業者振り分け用SW各１台構成で確認
※２ マルチキャストトラヒックでも帯域保証が行えることを確認
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「事業者振り分け用SW」や「市販のOLT」を用い、
・ユーザ単位での事業者（NW）振り分けが可能。
・ユーザ単位での最低帯域保証設定により、保証設定内の帯域を担保可能。（⇒高トラヒックユーザが他の
ユーザに影響を与えない）

「事業者振り分け用SW」や「市販のOLT」を用い、
・ユーザ単位での事業者（NW）振り分けが可能。
・ユーザ単位での最低帯域保証設定により、保証設定内の帯域を担保可能。（⇒高トラヒックユーザが他の
ユーザに影響を与えない）

４．検証まとめ及び今後の課題

・ユーザ毎にVLANを設定し、データ種別に対してクラス
を設定。
・クラスに対して保証帯域を設定。
・保証帯域を越えたトラヒックが発生した場合、無保証の
クラス付けに変更。
・輻輳が発生した場合、無保証クラスのトラヒックを優先
的に破棄する

・ユーザ毎にVLANを設定し、データ種別に対してクラス
を設定。
・クラスに対して保証帯域を設定。
・保証帯域を越えたトラヒックが発生した場合、無保証の
クラス付けに変更。
・輻輳が発生した場合、無保証クラスのトラヒックを優先
的に破棄する

下りトラヒック 上りトラヒック

・ユーザ毎にVLANを設定。
・VLAN単位での最低保証帯域を設定。
・輻輳が発生した場合、保証帯域を超えたVLANのトラ
ヒックを優先的に破棄する

・ユーザ毎にVLANを設定。
・VLAN単位での最低保証帯域を設定。
・輻輳が発生した場合、保証帯域を超えたVLANのトラ
ヒックを優先的に破棄する

検証

【今後の課題】
ＯＬＴ共用時にサービス品質を維持することは、一定の運用ルール(条件・環境。例．最低帯
域保証値)を整えれば技術的に実現できると考えられるため、ＮＴＴ東・西の設備を使った実機
検証や新サービス導入時の取扱含む運用ルールの検討には意義がある。
今後は、ＮＴＴ東・西の設備提供、技術パラメータの情報開示等を要望し、実機検証の継続
とともに運用ルールの検討と協議を行いたい。

検証
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下りトラフィック 帯域保障 試験内容
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・
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ONUONU
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・
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VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916

OLT

ToS=5：10Mbps

ToS=２：500Mbps

ToS=5：10Mbps

ToS=２：40Mbps

VLAN ID:901～915

VLAN ID:916(Bad User)

① Ingress Policing (Vlanごと)
Real Time Data ： 15Mbps
Non Real Time Data ： 45Mbps
保障帯域超過分はToS=0へToS値を変更

① Ingress Policing (Vlanごと)
Real Time Data ： 15Mbps
Non Real Time Data ： 45Mbps
保障帯域超過分はToS=0へToS値を変更

③ VLAN ID:901～915の
トラフィックには影響なし

③ VLAN ID:901～915の
トラフィックには影響なし

② Queuing
輻輳発生時はToS=0のトラフィックが優
先的に廃棄される

② Queuing
輻輳発生時はToS=0のトラフィックが優
先的に廃棄される

② 輻輳発生時にVLAN 
ID:916のトラフィックのみド
ロップされる

② 輻輳発生時にVLAN 
ID:916のトラフィックのみド
ロップされる

事業者振り分けSW

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

① VLAN ID:916のトラフィックが増
加

① VLAN ID:916のトラフィックが増
加

事業者事業者AA網網
想定想定

事業者事業者BB網網
想定想定

ONUは16台用意。ONU毎にVLANを付与 (VLAN ID：901～916)。

※ 本検証では輻輳を発生させ、各ユーザのトラフィックのドロップ状況を検証することが目的であるためONUは16台で十分とする。

通常のトラフィックとして1ユーザ(=１VLAN)あたり、ToS=5：10Mbps、ToS=2：40Mbpsのトラフィックを流す。

(計：(10M+40M)×15ユーザ = 750Mbps < 1Gbps)

トラフィックジェネレーターと事業者振り分けSW間のVLAN ID：901～915は同一物理ポート(1Gbps)を使用し、事業者A相当(15ユーザ収容)とする。

VLAN ID:916をBad User(大量のトラフィックを消費しているユーザ)として、VLAN ID:916のトラフィックをToS=2：500Mbpsとして、輻輳が発生した
時にBad UserBad Userのトラヒックのみドロップされ、他のユーザに影響がないことを確認するのトラヒックのみドロップされ、他のユーザに影響がないことを確認する。
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下りトラフィック 帯域保障 試験結果

帯域保障設定なし

・
・
・
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・
・

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916

OLT

ToS=5：10Mbps

ToS=２：500Mbps

ToS=5：10Mbps

ToS=２：40Mbps

VLAN ID:901～915

VLAN ID:916(Bad User)

帯域保障設定なし帯域保障設定なし

輻輳発生時に全ユーザに影
響が起こり、Bad User以外の
トラフィックもドロップする。

輻輳発生時に全ユーザに影
響が起こり、Bad UserBad User以外の以外の
トラフィックもドロップするトラフィックもドロップする。。

事業者振り分けSW

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

事業者事業者AA網網
想定想定

事業者事業者BB網網
想定想定

Bad Userのトラフィックが増加し、事業者振り分けSW 下り側のPortにて輻輳が発生した場合、Bad User以
外のトラフィックは影響を受け、全ユーザのトラフィックがドロップする全ユーザのトラフィックがドロップする(1Gを超えた分)。
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帯域保証試験(下り方向トラフィック) 帯域保証設定なし

輻輳あり

80.30%80.30%0485450246400097094928098.5 5001.2 60.8 4916

22.99%22.99%0151796197120379494928030.8 404.6 63.1 4915

22.98%22.98%0151820197120379554928030.8 404.6 63.1 4914

22.98%22.98%0151824197120379564928030.8 404.6 63.1 4913

23.01%23.01%0151768197120379424928030.8 404.6 63.1 4912

23.00%23.00%0151776197120379444928030.8 404.6 63.1 4911

23.00%23.00%0151788197120379474928030.8 404.6 63.1 4910

22.97%22.97%0151840197120379604928030.8 404.6 63.1 4909

22.99%22.99%0151808197120379524928030.8 404.6 63.1 4908

22.99%22.99%0151808197120379524928030.8 404.6 63.1 4907

23.00%23.00%0151788197120379474928030.8 404.6 63.1 4906

23.01%23.01%0151764197120379414928030.8 404.6 63.1 4905

22.98%22.98%0151824197120379564928030.8 404.6 63.1 4904

22.98%22.98%0151820197120379554928030.8 404.6 63.1 4903

22.99%22.99%0151800197120379504928030.8 404.6 63.1 4902

22.98%22.98%0151816197120379544928030.8 404.6 63.1 4901

q1 :   
TOS=0-7

設定なし
（デフォルト）

優先制
御なし
「Bad 
user」
あり

Rx 
(tos
=0)

Rx 
(tos=2)

Tx
Rx 
(tos=5)

TxRxTxRx
T
x

RxTx

ユニキャ
スト

マルチキャ
スト

NRTRT

NRTRTNRT

RT

パケットロス率パケット数 (1min)トラフィックレート (Mbps)

Vlan 
ID

キューイング
設定

ポリシング設定
(per dest mac 
address)

概要

VLAN ID:916のトラフィック量が増加したことにより、輻輳が発生。帯域保証の設定がされていないため、想定通りToS値に関
係なく、パケットロスが発生している。

VLAN ID:916のトラフィック量が増加したことにより、輻輳が発生。帯域保証の設定がされていないため、想定通りToS値に関
係なく、パケットロスが発生している。 ※ RT：Real Time Data。NRT：Non Real Time Data
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下りトラフィック 帯域保障 試験結果

帯域保障設定あり
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・
・

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ
ー

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ
ー

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ
ー

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ
ー

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ
ー

ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ジ
ェ
ネ
レ
ー
タ
ー

ONUONU

ONUONU

ONUONU

ONUONU

・
・
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VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916

OLT

ToS=5：10Mbps

ToS=２：500Mbps

ToS=5：10Mbps

ToS=２：40Mbps

VLAN ID:901～915

VLAN ID:916(Bad User)

① Ingress Policing (Vlanごと)
Real Time Data ： 15Mbps
Non Real Time Data ： 45Mbps
保障帯域超過分はToS=0へToS値を変更

① Ingress Policing (Vlanごと)
Real Time Data ： 15Mbps
Non Real Time Data ： 45Mbps
保障帯域超過分はToS=0へToS値を変更

③ VLAN ID:901～915の
トラフィックには影響なし

③ VLAN ID:901～915の
トラフィックには影響なし

② Queuing
輻輳発生時はToS=0のトラフィックが優先的
に廃棄される

② Queuing
輻輳発生時はToS=0のトラフィックが優先的
に廃棄される

② 輻輳発生時にVLAN ID:916の
ToS=2からToS=0へToS値が変更
されたトラフィックのみドロップされ

る。

② 輻輳発生時にVLAN ID:916の
ToS=2からToS=0へToS値が変更
されたトラフィックのみドロップされ

る。

事業者振り分けSW

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

① VLAN ID:916のトラフィックが増加① VLAN ID:916のトラフィックが増加

事業者事業者AA網網
想定想定

事業者事業者BB網網
想定想定

Bad Userのトラフィックが増加し輻輳が発生した場合でも、Bad UserBad Userのトラフィックのみドロップのトラフィックのみドロップ(ToS=2(ToS=2からから
ToS=0ToS=0へへToSToS値が変更され値が変更され1G1Gを超えたトラフィックのみを超えたトラフィックのみ))され、他のユーザに影響はない。され、他のユーザに影響はない。
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帯域保証試験(下り方向トラフィック) 帯域保証設定あり

輻輳あり

80.70%0.00%392967825832464000492804928096.5 5006.0 64.0 4916

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4915

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4914

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4913

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4912

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4911

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4910

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4909

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4908

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4907

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4906

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4905

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4904

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4903

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4902

0.00%0.00%0197120197120492804928040.0 406.0 64.0 4901

q3 : high   -
TOS=6,7
q4 : 499M -
TOS=5
q2 : 499M -
TOS=2,3,4
q1 :   16k -
TOS=0,1
shape 

150M

Vlanごとに
RT : 
CIR=15Mbp
s
NRT : 
CIR=45Mbp
s

優先制
御あり
「Bad 
user」あ
り
（輻輳あ
り）

Rx 
(tos=0)

Rx 
(tos=2)

Tx
Rx 
(tos=5)

TxRxTxRxTxRxTx

ユニキャスト
マルチキャ
スト NRTRT

NRTRTNRT

RT

パケットロス率パケット数 (1min)トラフィックレート (Mbps)

Vlan ID
キューイング
設定

ポリシング
設定
(per dest
mac 
address)

概要

VLAN ID:916のトラフィック量が増加したため、輻輳が発生。VLAN ID:916以外のユーザはパケットロス率0%のため影響な
し。VLAN ID:916のユーザのみパケットロスが発生している。

VLAN ID:916のトラフィック量が増加したため、輻輳が発生。VLAN ID:916以外のユーザはパケットロス率0%のため影響な
し。VLAN ID:916のユーザのみパケットロスが発生している。 ※ RT：Real Time Data。NRT：Non Real Time Data
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上りトラフィック 帯域保障 試験内容

VLAN ID:901～915
帯域保障パラメータ=60Mbpsを設定(VLAN ID:916を除く) 45Mbps
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・
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VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916(Bad User)

OLT

VLAN ID:901～915のトラフィックは帯域保
障パラメータ以下なので、影響なし。VLAN 
ID:916のトラフィックのみドロップする。

VLAN ID:901～915のトラフィックは帯域保
障パラメータ以下なので、影響なし。VLAN 
ID:916のトラフィックのみドロップする。

事業者振り分けSW

1Gbps1Gbps

500Mbps

500Mbps

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916

OLTに帯域保障パラメータを設定する。OLTに帯域保障パラメータを設定する。

事業者事業者AA網網
想定想定

事業者事業者BB網網
想定想定

帯域保障パラメータを60Mbpsに設定(VLAN ID:916を除く)。通常のトラフィックを45Mbps(計：720Mbps)とする(フレームサイズ：128byte)。

VLAN ID:916をBad User(大量のトラフィックを消費するユーザ)として、VLAN ID:916のトラフィックを45Mから500Mbpsに増加させ、OLTにて輻
輳が発生することを確認する。

トラフィックジェネレーターと事業者振り分けSW間のVLAN ID：901～915は同一物理ポート(1Gbps)とし、事業者A相当(15ユーザ収容)とする。

輻輳発生時、VLAN ID:916以外のVLANのトラフィックは保障される(トラヒックが帯域保障パラメータ以下のため)。
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上りトラフィック 帯域保障 試験結果

帯域保障設定なし VLAN ID:901～915
45Mbps
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・
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・
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VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916(Bad User)

OLT

輻輳発生時に全ユーザに影響が起こり、
Bad User以外のトラフィックもドロップ。

輻輳発生時に全ユーザに影響が起こり、
Bad Bad UserUser以外のトラフィックもドロップ以外のトラフィックもドロップ。

事業者振り分けSW

1Gbps1Gbps

500Mbps

500Mbps

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916

OLTでの帯域保障パラメータを設定なし。OLTでの帯域保障パラメータを設定なし。

事業者事業者AA網網
想定想定

事業者事業者BB網網
想定想定

帯域保障設定がないため、GE-PON回線区間で輻輳が発生した場合は、Bad UserBad User以外のトラフィックもドロップする以外のトラフィックもドロップする。
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帯域保証試験(上り方向トラフィック) 帯域保障なし

輻輳あり

28.3%836,4122,957,581142 500916

53.7%215.795401,9102445915

53.7%215.795401,9102445914

53.7%215.795401,9102445913

53.7%215.795401,9102445912

53.7% 215.795401,9102445911

53.7%215.795401,9102445910

53.7%215.795401,9102445909

53.7%215.795401,9102445908

53.7%215.795401,9102445907

53.7%215.795401,9102445906

53.7%215.795401,9102445905

53.7%215.795401,9102445904

53.7%215.795401,9102445903

53.7%215.795401,91024 45902

53.7%215.795401,9102445901

送信トラフィック
VLAN ID:901～
915：
45Mbps
VLAN ID:916:
500Mbps

Rx TxRxTx

パケットロス率パケット数トラフィックレート (Mbps)
Vlan ID概要

全ユーザのパケットがドロップしている。



9

上りトラフィック 帯域保障 試験結果

帯域保障設定あり(=60Mbps) VLAN ID:901～915
45Mbps
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・
・
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ONUONU
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・
・

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916(Bad User)

OLT

VLAN ID:901～915のトラフィックは帯域保
障パラメータ以下なので、影響なし。VLAN 
ID:916のトラフィックのみドロップする。

VLAN ID:901～915のトラフィックは帯域保
障パラメータ以下なので、影響なし。VLAN VLAN 
ID:916ID:916のトラフィックのみドロップする。のトラフィックのみドロップする。

事業者振り分けSW

1Gbps1Gbps

500Mbps

500Mbps

VLAN ID:901

VLAN ID:902

VLAN ID:915

VLAN ID:916

OLTに帯域保障パラメータを設定する。OLTに帯域保障パラメータを設定する。

事業者事業者AA網網
想定想定

事業者事業者BB網網
想定想定

帯域保障パラメータ60Mbps・通常トラフィック45Mbpsのため、Bad Userのトラフィックが増えた場合でも、他のユーザには
影響(45Mbpsがドロップせずに流れる)がなく、VLAN VLAN ID:ID:916(916(Bad UserBad User))のトラフィックのトラフィックのみのみががONUONUにてドロップにてドロップされるされる。
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帯域保証試験(上り方向トラフィック) 帯域保証設定あり

輻輳あり

28.5%870,2343,048,692225 500916

0.00%416,058416,0584545915

0.00%416,058416,0584545914

0.00%416,058416,0584545913

0.00%416,058416,0584545912

0.00%416,058416,0584545911

0.00%416,058416,0584545910

0.00%416,058416,0584545909

0.00%416,058416,0584545908

0.00%416,058416,0584545907

0.00%416,058416,0584545906

0.00%416,058416,0584545905

0.00%416,058416,0584545904

0.00%416,058416,0584545903

0.00%416,058416,05845 45902

0.00%416,058416,05845 45901

VLAN ID:901～
915：保障帯域
60Mbps
VLAN ID:916：保
障帯域設定無

Rx TxRxTx

パケットロス率パケット数トラフィックレート (Mbps)
Vlan ID概要

VLAN ID:916のトラフィックのみパケットがドロップしている。



OSU共用にて接続する場合の
ルール策定について

別添資料7
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OSU共用にて接続する場合のルール策定について検討すべき事項

技術仕様について
ユーザー数がＯＳＵに収容される最大数（３２ユーザー）と
なっても支障がない帯域制御技術仕様を策定する。

共用設備内で帯域制御を行う技術を統一する。

VLAN ID等の割り当て方針を策定する。
ネットワーク構成、収容ルールなどを考慮する必要がある。

運用ルールについて
以下のルール等を策定する必要がある

ユーザーの利用申し込みから開通までのフロー

工事完了後の開通確認ルール

支障移転発生時

保守対応（障害発生時の切り分けフロー）

工事発生時

キャリアチェンジ時
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OSU共用ルールの具体的一例

※検討・議論を深めるための一具体例であり、以降の記述が
OSU共用を行う上での必須条件ではない。



3

OSU共用にて接続する場合のルール案 【技術仕様】

ユーザー側インターフェイスは100Base-T（100Mbps）とする。

ユーザー単位にVLANを割り当て、帯域制御を行う。

事業者振り分けＳＷ、ＯＳＵへの設定・管理はユーザー単位で行う。

優先識別子はToSフィールドを利用。

ヘッダ長バージョン Tos (Type of Service) データグラム長

識別番号 フラグ フラグメントオフセット

TTL プロトコル番号 ヘッダチェックサム

送信元IPアドレス

宛先IPアドレス

オプション

ビット０ ビット15 ビット31
IPヘッダ

DSCP

IP Precedence
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OSU共用にて接続する場合のルール案 【技術仕様 ー 帯域制御】

帯域制御はユーザー単位の最低帯域保障方式。

帯域制御段数は４段階とする。ただし事業者の協議によって段階の追加を行うことは可能とする。
帯域制御０（無保証）

以降に記載する各帯域制御の最低保障帯域を超えたトラフィックはベストエフォートパケットとし
て扱われる。
ベストエフォートパケットはOSUの最大伝送能力（GE-PONにおいては1Gbps）を超えるような輻
輳が発生した場合に優先的に破棄される。

帯域制御１（VoIP用）
最低保障帯域 128Kbps

帯域制御３（１ユーザあたりの全トラフィック）よりも低い帯域を設定すること

帯域制御２（マルチキャスト用）
最低保障帯域 他の通信を妨げないよう、最大30Mbpsまでとする

帯域制御３（１ユーザあたりの全トラフィック）よりも低い帯域を設定すること

帯域制御３（１ユーザあたりの全トラフィック）
最低保障帯域 30Mbps

VoIP、マルチキャスト用の帯域を含む
現行ＯＳＵ（GE-PON）の性能（1Gbpsを最大32ユーザで共用）より、他ユーザーへの影響を及ぼさないようにするため、１ユーザ（１分
岐端末回線）あたりの最低保障帯域は1Gbps / 32 ONU = 31.25Mbps≒30Mbpsとする。
将来において高性能なＯＳＵが利用されるようになれば、性能に応じた適切な値に変更するべきと考える。
参考：「次世代ブロードバンド戦略2010」（総務省）においては「超高速ブロードバンド」を「上り（アップロード）・下り（ダウンロード）の双
方向とも30Mbps 級以上であるブロードバンド」としている。
（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/broadband/index.html）
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下りトラフィック帯域制御

NTTエッジルータ
他事業者エッジルータ

OLT

スプリッタ

スプリッタ

NTT網 他事業者網

・・・

・・・

・・・

OSUOSU OSUOSUOSUOSU

BBRなど BBRなど BBRなど BBRなど

・・・ONUONU ONUONU ONUONU ONUONU

他事業者ユーザNTTユーザ

L2SW

VoIP、マルチキャストトラ
フィック

ベストエフォートトラフィック

• Queuingにより、ベストエフォートトラフィッ
クを優先的に廃棄する。

• 総トラヒックが1Gbpsを超えた場合は、ベ
ストエフォートトラフィックのみ廃棄され、
優先すべきトラフィックには影響がない。
(輻輳がない場合はベストエフォートトラ
フィックも廃棄されない)

• Queuingにより、ベストエフォートトラフィッ
クを優先的に廃棄する。

• 総トラヒックが1Gbpsを超えた場合は、ベ
ストエフォートトラフィックのみ廃棄され、
優先すべきトラフィックには影響がない。
(輻輳がない場合はベストエフォートトラ
フィックも廃棄されない)

• Policingを使用。優先すべきトラフィックがCIR
超過時はベストエフォートトラフィックのToS値
へマークダウン。

• 1ユーザあたりのCIRは、 1G/32分岐
≒30Mbpsに設定(≒最低帯域 30Mbps)案
などが考えられる

• Policingを使用。優先すべきトラフィックがCIR
超過時はベストエフォートトラフィックのToS値
へマークダウン。

• 1ユーザあたりのCIRは、 1G/32分岐
≒30Mbpsに設定(≒最低帯域 30Mbps)案
などが考えられる
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上りトラフィック帯域制御

NTTエッジルータ 他事業者エッジルータ

OLT

スプリッタ

スプリッタ

NTT網 他事業者網

・・・

・・・

・・・

OSUOSU OSUOSUOSUOSU

BBRなど BBRなど BBRなど BBRなど

・・・ONUONU ONUONU ONUONU ONUONU

他事業者ユーザ
NTTユーザ

L2SW

• 上りトラフィックに対する帯域保障は可能
（OSU/ONUの仕様上、保障された帯域分は該
当ユーザに固定的に割り当てられるため、接続
事業者及びエンドユーザのニーズに応じて複数
の上り保障帯域メニューを用意する案が考えら
れる）

• 上りトラフィックに対する帯域保障は可能
（OSU/ONUの仕様上、保障された帯域分は該
当ユーザに固定的に割り当てられるため、接続
事業者及びエンドユーザのニーズに応じて複数
の上り保障帯域メニューを用意する案が考えら
れる）

VoIP、マルチキャストトラ
フィック

ベストエフォートトラフィック

• 使用可能な上り帯域（保障帯域＋DBAにより割
り当てられた帯域）以上のトラフィックをUNI側か
ら受信した場合、Queingにより優先度が低いト
ラフィックから廃棄される

• 使用可能な上り帯域（保障帯域＋DBAにより割
り当てられた帯域）以上のトラフィックをUNI側か
ら受信した場合、Queingにより優先度が低いト
ラフィックから廃棄される
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OSU共用にて接続する場合のルール案 【局内収容構成】

事業者
振り分けＳＷ

＃１

事業者
振り分けＳＷ

＃１

…
…

…

ＯＳＵ

ＯＳＵ

…

ＯＳＵ

ＯＳＵ

…

ＯＳＵ

ＯＳＵ
…

ＯＬＴ

ＯＬＴ

ＯＬＴ

事業者Ａ事業者Ａ

事業者Ｂ事業者Ｂ

事業者Ｃ事業者Ｃ
事業者

振り分けＳＷ
＃２

事業者
振り分けＳＷ

＃２

…
…

…

ＯＳＵ

ＯＳＵ

…

ＯＳＵ

ＯＳＵ

…

ＯＳＵ

ＯＳＵ

…

ＯＬＴ

ＯＬＴ

ＯＬＴ

ＲＲ

ＲＲ

ＲＲ

局外へ

１ＯＳＵに３２ユーザー、１ＯＬＴに１６ＯＳＵ（１ＯＬＴあたり５１２ユーザー）として、
１事業者振り分けＳＷに３ＯＬＴ（１５３６ユーザー）を収容する
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OSU共用にて接続する場合のルール案 【VLAN ID割り当て】

VLAN IDは事業者振り分けＳＷ単位でユーザーごと
に申請順に割り当てる。

（VLANID数の制限、接続を要望する事業者数、接続事業
者の加入見込み数の予測の難しさから、あらかじめ事業
者単位に割り当てることは行わない）

VLAN IDはNTT東西が管理し、接続事業者の申請に
より、事業者に通知する。

ＮＴＴ東西は事業者振り分けＳＷ、ＯＳＵにVLAN ID
を設定する。

接続事業者は各々の網内にVLANを終端する装置を
設置し、通知されたVLAN IDを設定する。



9

OSU共用にて接続する場合のルール案 【開通オペレーションにおける工事箇所】

ONU ONU ONUONUONU ・・・

事業者A
SW

事業者A
SW

事業者B
SW

事業者B
SW

事業者C
SW

事業者C
SW

VLAN ID：
101

VLAN ID：
102

VLAN ID：
103

VLAN ID：
108

VLAN ID：
104

OLTOLTOLT

事業者振り分けSW事業者振り分け事業者振り分けSWSW

OLTOLTOLT

事業者A NW 事業者B NW 事業者C NW

②ＳＷ、ＯＳＵに
VLAN、ＯＮＵ ＩＤ設定
（ＮＴＴ東西工事）

①事業者側装置に
VLAN終端設定
（事業者工事）

③宅側開通工事

ＮＴＴビル

所外

宅内
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OSU共用にて接続する場合のルール案 【申請～開通フロー】

接続事業者 ＮＴＴ東西

接続申請
（データ：利用者の住所）

申請受諾、提供可否調査

提供可否回答
（提供可のときのデータ：

収容されるＮＴＴビル、ＳＷとVLAN ID）

回答受諾

引き込み線工事申請
（データ：ＯＮＵ ＩＤ）

①事業者側装置に
VLAN終端設定

引き込み線工事日程調整

引き込み線工事日回答申請回答受諾

②ＳＷ、ＯＳＵに
VLAN、ＯＮＵ ＩＤ設定

③宅側開通工事

３営業日以内

５営業日以内

開通確認
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OSU共用にて接続する場合のルール案 【開通確認】

接続する各事業者において、工事完了後の疎通確
認方法を確立すること。

（ＮＴＴ東西においてはフレッツ・スクウェアへの接続確認を
行うことと同等のもの）

NTT東西が事業者振り分けＳＷ、ＯＳＵに設定した
VLAN IDと接続事業者がVLAN終端装置に設定した
VLAN IDに齟齬があった場合、NTT東西が設定した
VLAN IDを優先し、接続事業者側の設定を変更する。
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OSU共用にて接続する場合のルール案 【費用】

NTT東西はVLAN IDを割り当てるために必要なオペ
レーションシステムを開発、運用する。

上記オペレーションシステムの費用は接続事業者で
按分し、月額で支払う。



NTT東西の指摘に対する
当社の見解

別添資料8
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平成18年11月30日に行われた電気通信事業部会・接続委員
会合同ヒアリングにおいてNTT東西から指摘された以下の懸念

点①～⑥（※）に対し、当社の見解を述べます。

（※）平成19年1月26日に意見募集されている「コロケーションルールの見直し等に係る接続

ルールの整備について」答申（案）における『４．分岐端末回線単位の加入ダークファイバ
接続料の設定』で述べられているNTT東西から指摘された懸念点①～③も包含されている。

【懸念点①～⑥】

① 自社（NTT東西）のお客様に対するサービス品質を維持することができなくなる

② 独自の新サービスを柔軟に提供できなくなる
③ Operation System（OPS）の全面更改、サービス制御装置の改造が必要
④ Switching HUB（SW）の回線設定の解除が必要→全サービス断
⑤ SWの増設が必要

⑥ 収容ルータの収容効率が低下し、新たな設備構築が必要となる可能性あり
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平成１８年１１月３０日情報通信審議会電気通信事業部会・接続委員会
合同公開ヒアリング（第７回） NTT東資料 P.18
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平成１８年１１月３０日情報通信審議会電気通信事業部会・接続委員会
合同公開ヒアリング（第７回） NTT東資料 P.18
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【NTT東西の主張 ①】

自社のお客様に対するサービス品質を維持することができなくなる

【当社の見解】

NTT東西は設備を共用した場合、NTT東西及び接続事業者の自社ユーザに対するサービス品質の維持に影響を及ぼすという懸
念を指摘しています。

まずは「サービス品質」の具体的内容についてＮＴＴ東西の考えを明確にすることが必要と考えます。
サービス品質の維持の例として「ヘビーユーザに対するコンサルティングや収容替え等を行う」と挙げられており、サービス品質の考

え方が異なる場合、維持が困難になるとの考え方が示されていますが、
・「ヘビーユーザ」とはどういった基準で判断されているのか
・コンサルティングや収容替え等の手順

などＮＴＴ東西のサービス品質の考え方を提示いただかないと「考え方が異なる」かどうかも判断できません。また、事業者によって
考え方が異なっていても技術・運用・費用などを考慮する場合、ＮＴＴ東西の考え方に合わせることが合理的だと判断できる可能性
もあります。

仮に、ヘビーユーザのトラフィックにより、他のユーザーのサービス品質に影響を与えることが問題であったとしても、このサービス
品質の維持に関しては、様々な方法で対処できると考えます。
例えば、接続事業者側のトラヒックを一定に制限する運用ルールを取り決めることや、NTT東西におけるBフレッツユーザの収容

ルールを参考に、共用化における事業者間ルールを取り決める等によって、この課題を回避することができると考えます。
このトラヒック制限を接続事業者単位とするか、それともユーザ単位とするか、またトラヒック制限の閾値をどのように設定するか

等については、今後の検討等を通じて取り決められることが適当であると考えます。

なお、このような検討に資するために複数の接続事業者にてヘビーユーザが他のユーザに影響を与えない仕組みが技術的に可
能かどうかを検証し、 【別添資料7】に示すような設備共用におけるルール等を整理すれば実現の可能性があるという結果（【別添
資料6-2】）が得られており、【別添資料6-1】に示すように公表をしております。ＮＴＴ東西には先のようなサービス品質の具体的
内容や考え方を提示していただき、通信事業者が一体となって検討を深めることに積極的に参画していただきたいと考えます。
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【NTT東西の主張 ②】

独自の新サービスを柔軟に提供できなくなる

【当社の見解】

NTT東西は、波長多重映像配信サービス等を新サービスの一例とし、装置の取替え等の際に事業者間で都度
調整を行うことが新サービスを提供し難くする要因として指摘しています。
例として「波長多重映像配信サービス」、 「サービスクラスの多様化」が挙げられていますが、課題を解決するた

めの検討を行う上で課題点の正確な把握をすることが重要だと考えます。よってＮＴＴ東西には 「波長多重映像
配信サービス」においては、

・どのような設備、構成、接続点になっているのか
・サービス提供地域を広げる際はどのような工事が行われるのか

など具体的な構成、 「サービスクラスの多様化」において「サービスクラス」とは
・ＮＧＮで区分されるようなQoSのクラス分けであるのか
・DSLサービスのように8Mbps、47Mbsなど商品としてのクラス分けであるのか

など具体的な内容の提示をしていただきたいと考えます。

新サービスの提供は利用者利便の向上や需要の喚起、電気通信の健全な発達に必要だと考えます。
シェアドアクセスの共用化にあたって上記に対する回答を踏まえ、電柱の支障移転等の際に実施され
る工事保全調整等を参考にしながら事前に関連事業者に通知し、調整を行うスキームを予め取り決め
ることで問題を回避することができるものと考えます。
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【NTT東西の主張 ③】

OPSの全面更改、サービス制御装置の改造が必要

【当社の見解】

NTT東西は、OPSの全面更改やサービス制御装置の改造を懸念点として指摘していま
す。

これまでに提供されてきたドライカッパ、ADSL重畳、マイライン、番号ポータビリティ等
については、当初接続事業者との共用・貸し出しを想定していなかったNTT東西のOPS
等のシステムを、必要に応じて更改・改造することで実現してきたものと理解しています。
このため、シェアドアクセスの共用化の実現におけるOPSの更改等は特別な問題にはな
らないものと考えます。
また、例えば、このOPS等の更改・改造に係る費用は、ADSLやマイラインの提供スキー

ムと同様に、適正なコストに基づく接続料、網改造料等を通じて接続事業者も負担する
ことでこの課題を回避することができるものと考えます。
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【NTT東西の主張 ④】

SWの回線設定の解除が必要→全サービス断

【当社の見解】

ＮＴＴ東西は、他事業者との共用を想定した機能をネットワークやOPSで持っていないため、その変更の際にSWの回線
設定の解除が必要となり、サービスの中断が生じる等のケースがあることを懸念点として指摘しています。

例えば、NTT東西が波長多重映像配信等の新サービスを提供する際に実施する工事でも、全サービス断となるケース
が既に発生していると考えます。あるいはフレッツサービスの定期メンテナンス等においては接続している多数のISPに事
前連絡を行うことで工事を実施していますが、全サービス断となる工事を実施する場合は、ユーザへの影響を可能な限り
小さくするよう、深夜や早朝の時間帯に工事を実施することで他社と調整しているものと考えます。【本資料Appendix参
照】
また、ADSLやドライカッパにおける事業者切り替え工事等でもユーザの回線サービスが断となるケースが既にあり、現

在は契約時点で当該事象に関する説明をユーザに実施することで理解を得ています。
こうした、既にサービス断となる事象への対処を参考に、シェアドアクセスを共用する際にも、同等の運用ルールを予め

取り決めておくことで、この課題を回避することができるものと考えます。

このような考え方で解決できるものであるか検討するために、ＮＴＴ東西には「回線設定の解除」とは以下のどのような
タイミングで発生するものであるか、

•事業者振り分けＳＷを増設するタイミング
•共用している状況で新しく利用者が増えたタイミング
•共用している状況で利用者がキャリアチェンジを希望し、設定変更を行うタイミング

また「全サービス断」は以下のどの対象に発生するのか
•設備を共用している全利用者
•新しく増えた、もしくはキャリアチェンジを希望した利用者の回線のみ

など具体的に想定されているケースを提示いただきたいと考えます。
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【NTT東西の主張 ⑤】

SWの増設が必要

【当社の見解】

ＮＴＴ東西は「現行のネットワークやオペレーションシステムは他事業者との共用を想定した機能は持っておりま
せん」とのことから、ＳＷの増設が必要であることを懸念点として指摘しています。

まずは「共用を想定した機能」とは各装置において具体的にどういう機能であるか提示いただきたいと思いま
す。なお当社では「共用を想定した機能」があるのではなく、様々な技術を組み合わせることで結果として共用が
可能になるものと考えており、具体的にはユーザ単位でのVLAN設定、OLT及び上位SWでの帯域制御がその機
能であると考えています。
また、課題点を正しく認識するため「増設」とは以下のどのような意味であるか提示いただきたいと考えます。
・既存設備としてＳＷが存在するが、性能等の都合などから増強の必要がある
・既存設備としてＳＷが存在しないため、新規に設置する必要がある

なお、総務省の本提案募集対象となる文章の脚注６において『平成８年答申では、他事業者が要望する網構
成や機能について、技術的に可能な場合にはアンバンドルして提供しなければならない。」とされている。』との
記述があり、ＳＷの増設にて技術的に可能であれば基本的に接続事業者の要望する分岐端末回線単位での接
続料設定をするべきだと考えます。



9

【NTT東西の主張 ⑥】

収容ルータの収容効率が低下し、新たな設備構築が必要となる
可能性あり

【当社の見解】

NTT東西は、収容ルータにおける収容効率が低下し、新たな設備構築が必要となる可能性があ
ることを懸念点として指摘しています。

しかしながら、シェアドアクセスの共用化が実現されても、NTT東西の地域IP網を利用するユーザ
（Bフレッツユーザ）が減少するものではないことから、 NTT東西が指摘する「収容ルータの収容効
率」が低下するという懸念点は、シェアドアクセスの共用化には関連しないものと考えます。
また、仮に事業者間競争の進展等に伴い、地域IP網を利用するユーザが減少したとしても、新た

な設備構築を行うことなく、収容構成を変更することで「収容ルータ」の収容効率を維持・向上させ
ることは可能であると考えます。

ＮＴＴ東西の指摘が弊社の理解と異なる点を指摘している場合には、どのような原因によって、ど
の設備の収容効率が低下するのか提示していただきたいと考えます。
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Appendix
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ＮＴＴ東からのユーザー宛てメールの一部

2007年10月10日
フレッツサービスご利用のお客様へ

東日本電信電話株式会社
メンテナンス工事のお知らせ

日頃よりフレッツサービスをご利用いただきまして誠に有り難うございます。
下記の内容で、フレッツサービス設備のメンテナンスを実施致します。
つきましては作業時間内においてサービスが一時的に利用できない場合がございます。
大変ご迷惑をお掛け致しますが、何卒ご理解頂きますようお願い申し上げます。

記
■日時と対象エリア：

2007年10月24日(水)～25(木) 1：00～7：00
●●●市・●●市・●市エリア／●●ビル
Ｂフレッツマンション／ビルタイプをご利用の一部のお客様
※時間表記は全て24時間制でございます。

■工事内容：
Ｂフレッツ マンション／ビルタイプ設備のメンテナンス工事

上記期間におきましてＢフレッツ、及びひかり電話サービスが一時的に
ご利用できなくなる場合がございます。
（Ｂフレッツは1回線につき1回最大5分程度、ひかり電話は1回線につき1回最大15分程度)

メンテナンス工事
は深夜から早朝
にかけて行われ
ている

メンテナンス工事
は深夜から早朝
にかけて行われ
ている

緊急通報に必要な0AB-J IP
電話サービスも利用できなく
なる可能性がある工事を行っ
ている

緊急通報に必要な0AB-J IP
電話サービスも利用できなく
なる可能性がある工事を行っ
ている
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分岐端末回線単位での接続料
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NTT東西のシェアドアクセス利用率の考え方

平成１５年１月２９日申請内容より抜粋
http://www.soumu.go.jp/s-news/2003/030129_4.html

８分岐の利用率を６
割（４．８人）と設定し
ている
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スタックテストの例

平成１４年５月２３日認可時の審議会の考え方 別紙より
http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/020523_5.html

※局舎８分岐、柱上４分岐時のもの

この資料当時は柱上４分岐×６割
＝２．４人と設定している
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分岐端末回線単位での接続料イメージ
（現行料金で収容率60%とした場合）

１端末回線あ
たりの接続料
金相当額

区分

210円
4,024÷（32×0.6）

光信号伝送装置
（ＯＬＴ）

1,045円
5,020÷（8×0.6）

光信号主端末
回線

1,993円
120円
2,316÷（32×0.6）

511円107円

合計局内スプリッタ光信号分岐
端末回線

回線管理
運営費
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参考：光アクセス回線実質コスト

ドライカッパ
（平成18年度接続料） 接続料金 618円 5,020円 2,316円 4,024円

最大共有数 1 8 32 32

8人／ブロック 618円 628円 72円 126円 1,444円

7人／ブロック 618円 717円 83円 144円 1,562円
6人／ブロック 618円 837円 97円 168円 1,719円
5人／ブロック 618円 1,004円 116円 201円 1,939円
4人／ブロック 618円 1,255円 145円 252円 2,269円
3人／ブロック 618円 1,673円 193円 335円 2,820円
2人／ブロック 618円 2,510円 290円 503円 3,921円
1人／ブロック 618円 5,020円 579円 1,006円 7,223円

１ユーザーあたりの

アクセス回線の

実質コスト

1,311円（東）
1,393円（西）

参考文献：http://www.ntt-east.co.jp/databook/2007/pdf/2007_10-07.pdf
（図はそのまま引用）※平成18年度接続料

※料金には回線管理費も含む
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